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平
成
２１
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
規
模
は
、歳

入
総
額
が
二
百
四
十
二
億
五
千
三
十
三
万
八
千

円
（
前
年
度
比
１０４
・
６
％
）、
歳
出
総
額
が

二
百
三
十
五
億
二
千
七
百
七
十
七
万
六
千
円

（
前
年
度
比
１０３
・
７
％
）
で
、
国
の
経
済
対
策
等

に
よ
り
、
歳
入
歳
出
と
も
に
前
年
度
を
上
回

る
決
算
額
と
な
り
、
歳
入
歳
出
の
差
引
額
は

七
億
二
千
二
百
五
十
六
万
二
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
平
成
２２
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業

の
財
源
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
額
を
除
い
た

実
質
収
支
額
は
四
億
八
千
八
百
九
十
九
万
八
千

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
国
の
地
域
活
性
化
・
経
済
危
機
対

策
臨
時
交
付
金
等
や
地
方
交
付
税
の
増
額
、
歳
出

で
は
、
職
員
の
定
員
適
正
化
計
画
に
よ
る
職
員
数

の
削
減
や
財
政
健
全
化
に
資
す
る
た
め
の
市
長

等
職
員
の
給
料
減
額
な
ど
、
内
部
努
力
に
よ
る
歳

出
削
減
対
策
に
よ
り
、
財
源
調
整
の
た
め
の
財
政

調
整
基
金
（
市
の
預
金
）
を
２
年
連
続
取
り
崩

さ
ず
に
運
営
が
で
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
財

政
調
整
基
金
は
前
年
度
の
決
算
積
立
な
ど
に
よ

り
、
残
高
が
三
十
二
億
八
千
七
百
五
十
万
九
千

円
（
人
口
一
人
当
た
り
六
万
三
千
円
）
と
な
り
、

二
億
三
千
七
百
七
十
万
七
千
円
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

市
債
残
高
（
市
の
借
金
）
に
つ
い
て
は
、
平

成
２１
年
度
末
で
三
百
三
十
億
円
（
人
口
一
人
当

た
り
六
十
四
万
円
）
と
な
り
、
平
成
２０
年
度
末

と
比
較
し
て
九
億
円
を
減
少
さ
せ
、
公
債
費
の

抑
制
に
努
め
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
こ
れ
ま
で
行
っ
て
き
た
歳
入
歳
出

改
革
の
努
力
を
決
し
て
緩
め
る
こ
と
な
く
、
引

き
続
き
集
中
改
革
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
行
財
政
改

革
を
推
進
し
「
日
置
市
総
合
計
画
」
を
着
実
に

進
め
な
が
ら
、
将
来
に
わ
た
っ
て
弾
力
的
で
足

腰
の
強
い
健
全
な
財
政
構
造
の
構
築
に
努
め
て

い
き
ま
す
。

歳
入

　

歳
入
で
は
、
地
方
税
な
ど
の
自
主
財
源
が
全

体
の
２４
・
３
％
で
、
地
方
交
付
税
や
国
・
県
支

出
金
な
ど
の
依
存
財
源
が
７５
・
７
％
と
な
っ
て

お
り
、
現
行
制
度
上
、
依
然
と
し
て
自
主
財
源

に
乏
し
い
財
政
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

歳
入
の
主
な
も
の
で
は
、
景
気
の
低
迷

平成２1年度

　市民の皆さまに納めていただいた税
金や、国・県からの補助金などの歳入
は「地理的特性と歴史や自然との調和
を生かしたふれあいあふれる健やかな
都市づくり」を目指して、わたしたち
の生活をよりよくするために、さまざ
まな形で使われています。
　このたびの１２月議会定例会におい
て、市の平成２１年度決算が認定されま
したので、地方自治法第２３３条第６項
の規定に基づき決算状況を公表いたし
ます。

歳出
（目的別）
235億
2,777万
6千円

歳入歳出
（目的別）

歳出
（性質別）
235億
2,777万
6千円

歳出
（性質別）

民生費
51億8,087万5千円

22.0％

公債費
39億4,342万円
16.8％

衛生費
29億8,487万9千円

12.7％

総務費
28億5,928万1千円

12.2％

消防費
8億175万2千円

3.4％ 議会費・商工費・その他
11億8,978万7千円

5.0％

教育費
25億6,483万2千円

10.9％

土木費
28億1,154万4千円

11.9％

農林水産業費
11億9,140万6千円

5.1％

人件費
41億405万7千円

17.4％

補助費等
20億7,757万7千円

8.8％

維持補修費・その他
9億4,163万1千円

4.0％

扶助費
35億1,241万2千円

14.9％

物件費
26億224万
5千円
11.1％

繰出金
23億854万
2千円
9.8％

普通建設事業費
40億2,095万2千円

17.1％

災害復旧事業費
1,694万円
0.1％

公債費
39億4,342万円
16.8％

費経
的
資
投

費
経

的

務

義

費
経
他
のそ

歳入
242億
5,033万
8千円

市　税
42億4,511万3千円

17.5％

繰入金
3億103万円
1.2％

分担金・負担金
使用料・手数料
6億9,064万7千円

2.9％

市　債
24億3,050万円
10.0％

県支出金
14億3,711万4千円

5.9％

地方消費税交付金・地方譲与税・その他
9億2,093万2千円

3.9％

地方交付税
92億1,104万1千円

38.0％

国庫支出金
43億4,750万3千円

17.9％

存

財 源

自
主
財
源

依

6億6,645万8千円
2.7％

繰越金・諸収入
その他
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に
よ
り
、
地
方
税
の
市
町
村
民
税
の
個
人
で

所
得
、
法
人
で
売
り
上
げ
の
減
少
に
よ
り
、

二
億
三
千
六
百
五
十
万
五
千
円
の
減
、
一
方
で
一

定
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
保
つ
た
め
に
交
付
さ
れ
る

「
地
方
交
付
税
」
が
一
億
六
千
二
百
二
十
六
万
二
千

円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
国
庫
支
出
金
で
は
、
国

の
経
済
対
策
に
よ
る
交
付
金
や
、
平
成
２０
年
度

の
繰
越
に
よ
る
定
額
給
付
金
事
業
な
ど
に
よ
り
、

十
二
億
七
千
六
百
三
十
六
万
七
千
円
の
増
と
な
り

ま
し
た
。
県
支
出
金
に
つ
い
て
は
、
緊
急
雇
用
創

出
事
業
臨
時
特
例
基
金
事
業
補
助
金
や
新
型
イ
ン

フ
ル
エ
ン
ザ
ワ
ク
チ
ン
接
種
費
用
助
成
事
業
県
補

助
金
な
ど
に
よ
り
、
千
五
百
八
十
八
万
六
千
円
の

増
と
な
り
ま
し
た
。
地
方
債
に
つ
い
て
は
、
地
域

振
興
に
資
す
る
た
め
合
併
特
例
債
を
活
用
し
た
基

金
造
成
事
業
や
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
、
大
幅
に

拡
大
し
ま
し
た
が
、
全
体
と
し
て
は
、
前
年
度
に

比
べ
て
一
億
七
千
百
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
（
目
的
別
）

　

歳
出
の
目
的
別
で
は
「
民
生
費
」
が
五
十
一

億
八
千
八
十
七
万
五
千
円
で
、
全
体
の
２２
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
児
童
福
祉
、
高
齢

者
福
祉
お
よ
び
障
害
者
福
祉
、
生
活
保
護
費
な

ど
に
関
す
る
支
出
で
、
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま

で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
に

使
わ
れ
て
い
ま
す
。
次
に
多
い
の
が
、
過
去

の
投
資
的
事
業
の
財
源
と
し
て
借
り
入
れ
た

市
債
の
元
利
償
還
金
で
あ
る
「
公
債
費
」
で
、

三
十
九
億
四
千
三
百
四
十
二
万
円
の
１６
・
８
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

歳
出
（
性
質
別
）

　

歳
出
を
性
質
別
に
見
て
み
る
と
、
人
件
費
、

公
債
費
お
よ
び
扶
助
費
の
義
務
的
経
費
が
全
体

の
４９
・
１
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
人
件
費
に
つ

い
て
は
、
職
員
数
の
抑
制
や
財
政
健
全
化
に
資

す
る
た
め
の
給
与
の
減
額
な
ど
に
よ
り
、
二
億

五
百
八
十
八
万
四
千
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

扶
助
費
に
つ
い
て
は
、
各
種
社
会
保
障
制
度
に

対
す
る
対
象
者
の
増
加
に
よ
り
、
一
億
五
千
九

百
四
十
二
万
六
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

普
通
建
設
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
道
路
や
学

校
の
施
設
整
備
な
ど
に
関
す
る
支
出
で
、
社

会
基
盤
の
整
備
に
使
わ
れ
て
お
り
、
ま
ち

づ
く
り
交
付
金
事
業
の
事
業
完
了
に
よ
り
、

四
億
八
千
八
百
四
十
一
万
七
千
円
の
減
と
な
り

ま
し
た
。

歳出
（目的別）
235億
2,777万
6千円

歳入歳出
（目的別）

歳出
（性質別）
235億
2,777万
6千円

歳出
（性質別）

民生費
51億8,087万5千円

22.0％

公債費
39億4,342万円
16.8％

衛生費
29億8,487万9千円

12.7％

総務費
28億5,928万1千円

12.2％

消防費
8億175万2千円

3.4％ 議会費・商工費・その他
11億8,978万7千円

5.0％

教育費
25億6,483万2千円

10.9％

土木費
28億1,154万4千円

11.9％

農林水産業費
11億9,140万6千円

5.1％

人件費
41億405万7千円

17.4％

補助費等
20億7,757万7千円

8.8％

維持補修費・その他
9億4,163万1千円

4.0％

扶助費
35億1,241万2千円

14.9％

物件費
26億224万
5千円
11.1％

繰出金
23億854万
2千円
9.8％

普通建設事業費
40億2,095万2千円

17.1％

災害復旧事業費
1,694万円
0.1％

公債費
39億4,342万円
16.8％

費経
的
資
投

費
経

的

務

義

費
経
他
のそ

歳入
242億
5,033万
8千円

市　税
42億4,511万3千円

17.5％

繰入金
3億103万円
1.2％

分担金・負担金
使用料・手数料
6億9,064万7千円

2.9％

市　債
24億3,050万円
10.0％

県支出金
14億3,711万4千円

5.9％

地方消費税交付金・地方譲与税・その他
9億2,093万2千円

3.9％

地方交付税
92億1,104万1千円

38.0％

国庫支出金
43億4,750万3千円

17.9％

存

財 源

自
主
財
源

依

6億6,645万8千円
2.7％

繰越金・諸収入
その他

■平成 ２１ 年度に実施した主な投資的事業
共聴施設整備事業（日吉地域、吹上地域）
ブロードバンドゼロ地域解消事業（伊集院地域、吹上地域）
地域介護福祉空間整備推進交付金事業（東市来地域）
安心子ども基金事業　保育所緊急整備（伊集院地域、吹上地域）
合併浄化槽設置整備事業（市内全地域）
かごしま茶産地拡大チャレンジ事業（東市来地域）
強い水産業づくり交付金事業（吹上地域）
県営かんがい排水事業（日吉地域）
河川工作物応急対策事業（伊集院地域、吹上地域）
県営中山間地域総合整備事業（伊集院地域、東市来地域）
広域営農団地農道整備事業（吹上地域）
江口浜海浜公園整備事業（東市来地域）
一般道路整備事業（市内全域）
道整備交付金事業（伊集院地域、東市来地域、吹上地域）
地方道路整備臨時交付金事業市道整備（日吉地域、吹上地域）
半島振興道路整備事業市道整備（伊集院地域）
辺地対策事業市道整備（伊集院地域、吹上地域）
過疎対策事業市道整備（東市来地域、日吉地域、吹上地域）
地域活力基盤創造交付金事業市道整備（市内全域）
地区振興計画に基づく地域づくり振興事業（市内各地区館）
特殊地下壕対策事業（市内全域）
土地区画整理事業（徳重地区・湯之元第一地区）
公営住宅建設事業（日吉地域榎園住宅）
防火水槽整備事業（伊集院地域、東市来地域、日吉地域）
消防ポンプ自動車等整備事業（東市来地域、日吉地域）
小学校校舎耐震診断業務（市内全域）
伊集院中学校校舎建設事業（伊集院地域）
日置南学校給食センター建設（吹上地域）

■市債の状況
平成21年度借入額 24億3,050万円
平成21年度末借入金残高 330億2,847万1千円

■平成21年度特別会計決算状況
会　計 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

国民健康保険特別会計 64億5,946万円 62億4,056万8千円 2億1,889万2千円
老人保健医療特別会計 3,107万7千円 3,107万7千円 0円
特別養護老人ホーム
事業特別会計 3億2,673万5千円 2億9,390万2千円 3,283万3千円
公共下水道事業特別会計 5億4,180万9千円 5億3,103万4千円 1,077万5千円
農業集落排水事業特別会計 3,912万8千円 3,728万円 184万8千円
国民宿舎事業特別会計 2億3,020万7千円 2億2,841万1千円 179万6千円
国民保養センター及び
老人休養ホーム事業特別会計 607万9千円 250万9千円 357万円
温泉給湯事業特別会計 1,026万3千円 836万9千円 189万4千円
公衆浴場事業特別会計 1,045万1千円 814万円 231万1千円
飲料水供給施設特別会計 131万2千円 127万4千円 3万8千円
住宅新築資金等貸付
事業特別会計 705万円 701万8千円 3万2千円
介護保険特別会計 44億7,412万9千円 44億1,692万3千円 5,720万6千円
後期高齢者医療特別会計 5億6,604万4千円 5億6,451万3千円 153万1千円
診療所特別会計 2億8,942万4千円 2億8,942万4千円 0円

■平成21年度公営企業会計決算状況
会　計 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

国民健康保険病院事業会計 2億5,860万4千円 3億1,793万4千円 △5,933万千円
水道事業会計 7億6,698万3千円 6億6,220万円 1億478万3千円
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１　決算規模の推移（一般会計）
　平成 ２１ 年度の普通会計の決算規模
は、国の経済対策などにより、歳入
歳出とも前年度を上回る決算額とな
りました。

３　市債残高・積立金（財政調整基金など）残高の推移

２　経常収支比率・実質公債費比率の推移
（１）経常収支比率　�　財政構造の弾力性を示す指数であり、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎

年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合で、７５％程度が妥当と言われています。
　　　　　　　　　　�　指数が低いほど臨時的な経費（投資的経費など）にまわす財源を確保できることになり、

高いほど経常的な経費が財政を圧迫して財政構造の弾力性が低いということになります。
　　　　　　　　　　�・前年度より ２．５ ポイント減少し、９１．１％となりました。２．５ポイント改善されましたが、依

然として高い比率で推移しています。財政構造の硬直化が懸念されるなか、今後も職員適正化
計画に基づき職員数削減による人件費の削減など、経常支出の抑制を図る必要があります。

（２）実質公債費比率　�　平成 １８ 年度からの地方債協議制度移行に伴い、新たに導入された指標です。地方税、
普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公
債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当
額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合の前３カ年度の
平均値です。

　　　　　　　　　　　�　比率が １８％以上の団体は、地方債発行に際し、総務大臣等の許可が必要となります。
　　　　　　　　　　　・前年度より ０．９ ポイント減少し、１４．４％となりました。
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地方債現在高
積立金現在高
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35,128 35,212 34,668 33,964 33,028

2,964 3,410 3,184 3,804 4,572
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